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体や企業などの人的ネットワークを広げたいと考えて
いる。
7. 研究内容
　南海トラフ巨大地震が想定される中、東日本大震災
被災地だけでなく、同様の地形や被災経験をもつ地域
などを対象にして、災害対応の素地という概念を確立
できた。それを概念のままに終わらせるのではなく、
遠州灘の三つの地域に適用し、日常的な生業やリスク
への対応、レベル 1・2 のリスク対応、被災後の復興
デザインのあり方を具体的に検討した。
　東日本大震災のような津波常襲地域ではなく、頻度
の低い大規模津波の経験地域である遠州灘を対象に、
日常的な風害や砂害への対応は、農業などを妨げない
範囲で、各敷地単位や土地利用における工夫が見られ
た。
　日常においても自立性の高い堀切集落は、もともと
は地引網を中心とする漁業集落だった。水環境を整え
たことで、農業が中心となった。他自治体や地域への
影響が少なく、被災後には共同体による判断をベース
にして、集団移転をするか否か、またその際の受け入
れ自治体による対応が必要である。
　一方、新居は東海道や東海道線を抱えており、第二
次産業を受け入れ、ベッドタウンにもなっている。お
そらくは大きな被災を受けるであろうインフラストラ
クチャーの復興は、新居や湖西市が決定できる項目で
はないと考えられるが、周辺自治体との連携によって、
より効果的になる。
　浜岡が最も厳しい状況にある。原子力発電所を誘致
するために、地形も大きく改変しており、共同体の性
質も変わったものと推測される。さらに事故が生じた
ことを想定した対応が十分に準備されておらず、広域
的な避難を実現させるための越境政策が緊急的に必要
であることを指摘した。
　以上を通じて、南海トラフ地震を想定したときに生
じるであろう災害対応については直接的に知ることが
できないが、文献や現地踏査を通じた環境の変化を、
物的・社会的に理解して、発現する前の「素地」とし
て理解しておくことが重要である。
8. その他実績
投稿中の論文はあるものの、採用などについては未決
定。
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